複雑系からみた政策　―ネットワーク型政治システムの可能性―
中央大学大学院総合政策研究科　福島達臣
（１）はじめに

　今日、IT (internet) などの情報技術の発展により、「情報」や「知識」を共有する事が先進国家のみならず、発展途上の国家や地域に於いても可能になって来た。またこうした情報や経済のグローバリズムに伴う新しい現象は、それが従来の政治の基本的な単位である一国の国境を越えて、商品や情報のみならず、生活習慣や文化、思考法までもが、共感や流行と言う形では速く、経済や社会の構造的な変化では遅れた形で影響を与えつつあるように思われる。こうした情報や経済の時間的、空間的な広がりは、前述のITに代表される情報通信技術に支えられたネットワーク的なシステムによりもたらされていると考えられる。

ネットワーク型システムにおいては、個人と個人、個人と組織、組織と組織が相互に情報の交換や知識の共有を通して、相互に結びつき、また相互に影響を与えながら、ネットワーク自身としては絶えず形を変えていくことが可能である。このネットワークの多元性や多様性の広がりと新しい相互関係からは、更に従来の基準を超えた新しい規準や価値が生まれる可能性があると考えられる。こうした発展性と進化の可能性を秘めているネットワーク型システムは、階層型のシステムに変わる２１世紀を担う新しい組織構造と考えられている(1)。しかし一方では情報の流動化に伴う様々な問題が出現しているように思われる。
（２）目的

ネットワーク型システムを政策形成の場のみならず、政治的な基本システムに応用していく基礎的な研究は少ない。それは政治システムが情報の伝達や知識の共有だけではなく、政治的な問題解決という行動の計画性や公共性、及び問題の複合性や複雑性に対応していく必要性があるからであり、情報の伝達や知識の共有を目的としたITに代表されるシステムと必ずしも同列に論じる事が出来ないからである。言い換えればITを中心とした情報通信システムの上部構造としての、より公共性の強い新しいネットワーク的なシステムの概念が整備されていく必要がある。そのシステムはITに代表される情報の時間的、空間的な広がりの利益を享受できるシステムが相応しい事になる。

こうした政治システムの変革を押し進めていく原動力には幾つかの方向性が考えられる。その一つは民主主義本来のシステムが持っていると思われる、ボトムアップ的な民意の反映から生じてくる方向性であるが、既にネットワーク的な広がりを持っている。しかしそれがシステムとしての政策やシステムの変革に結び付かない限り、例えば官僚制などに代表されるトップダウン的なシステムの構造的な変化には結びつかない。第二の原動力として環境の変化が挙げられる。グローバリズムに代表される政治的環境の大きな変化は、そこに経済や社会の様々な問題を生じさせるために、外部及び内部からの政治的なシステムの変革を促す方向性を持つ可能性がある。しかしその影響も初期段階ではシステムの辺縁で生じることが多く、全体の変革を持たらすためにはボトムアップ的な手法が先ず必要になる。また環境の変化に対応するシステムの新しい概念や方向性を明確に出来なければ、政治の構造改革の運動の一つとして終わる危険性がある。言い換えれば目先の危機に反射的に対応しているに過ぎなくなってしまう。第三の考え方は環境の変化や問題の変容、複雑化に対応出来るようなシステム設計の立場があり、政治を環境の変化に対応する一つのシステム、複雑適応系と見なす方法が考えられる。この立場は政治システムを現実から遊離して抽象化してしまうとの批判があるかもしれないが、既成概念から抜け出し新しい意義をシステムに付加していく上では必要な手法と思われる。第一、第二の方法に様々な限界があるように見える今日、第三の方法による可能性を模索することも必要であると思われる。
現在の日本に於いても、バブル崩壊後の外交やデフレ経済、治安悪化に伴う社会不安などの現象は、諸情勢の変化に伴う政治の統治能力の問題とも考える事が出来る。効した観点から、政治の統治能力を回復出来るようなシステム設計が必要になってくる。

　既に述べたように本論の目的は、政治システムを環境や問題の複雑化に適合していく複雑適応系として捉えることで、そのために必要なシステム要因を考察することにある。それは情報ネットワークの上部構造的なものであり、そのネットワークの時間的、空間的な広がりを利用出来るシステムである（図１）。
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図１：情報ネットワークシステム(A) の上部構造としての新しい政治システム(B) の概念化が必要。情報ネットワークの上部構造としては様々なシステムが考えられるが、ネットワークの時間的、空間的、多元的な利点を享受出来るシステムに適応性があると考えられる。分散協調型システムはその一つと考えられる。
ネットワーク型のシステムは従来は草の根活動などのボトムアップ型の市民運動として考えられてきたが、本論文では、時には政治が積極的に応用していくべきシステムとして評価していく。高度に発達した複雑な現代社会では、その複雑なシステムを維持し発展させていく事が重要な課題と言える。新しい政治的環境に適応できる政治システムの可能性についてこのネットワーク型の政治システムを中心に、その一つである分散協調型政治システムを中心にして検討する。

（３）エイジェントと問題空間
(i) エイジェント　システム

　複雑系に対する研究を社会システムのデザインにどう適応させていくかは、複雑系の応用を考える上で重要な課題になる。これまでの社会科学はひとつの現象を解明するために、対象を出来るだけ小さな単位や要素に分割して、その原因を究明する還元主義的手法がとられてきたと言える。つまりマクロ的な手法が主体になっていた。複雑適応系という考えは、個々の要素とその相互関係、ネットワークにより全体の動きを理解しょうとする点で大きく異なっている。

    エイジェント (agent) とは自立的主体と訳されるが、複雑適応系では「自立的エイジェントの自己組織化」という発想がある。例えば、社会システムと言う複雑系を、対人関係と言う別の複雑系に写像して、人間関係として管理を行う事が出来る。これは複雑系をより制御しやすい複雑系に写像する方法を取る事で、相互の関係が対人関係の信頼性により調整され、複雑系の運用において最適化がし易くなる(2)。こうした対人関係を様々なエイジェントの相互関係に置き換えてみれば、複雑系に対応していくシステムの応用範囲が更に広まると考えられる。

しかしながらエイジェントを主体としたモデルには様々な限界があることも事実である。例えばエイジェントが一人だとしても、エイジェントは問題意識により情報の意味を使い分ける事が出来るし、他者と共通した問題意識の元で、自分個人に対する情報と他者と共通した意識で同じ情報の意味を使い分けることが出来る。こうした情報の中の多様性は情報が置かれている環境や問題意識との相互作用から生まれてくるものであり、こうした相互作用を除外した純粋な情報は存在し得ても、情報そのものが意味や行動をもたらすには至らない可能性がある。
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図２ 複雑系としての世界(X)がシステム(Y)を介して別の創造された世界(Z)に写像される。写像ZがYによって認識されるには、自己組織化的に可視化、再現するプロセスが必要である。このシステムの代表は神経系などの認知システムに当たる。またYをネットワーク型情報システムとすると、Xの写像としてのZは、ネットワークにより創出された新しい仮想空間を形成できる。個人の脳から新しい創造が生まれるように、こうした仮想空間は新しい価値や目的や方法を創出できる可能性がある。

 ネットワーク型システムで必要な事は、情報の共有化そのものよりも、情報によってもたらされる問題の発見と問題意識の共有化であり、各エイジェントの協調による問題解決のシステム化が志向される必要がある。問題解決志向のシステム化は情報の共有というネットワーク的な構造の上部構造として形成されていくと考えられる。この場合、問題意識により共有される仮想的な空間の概念が必要になる。
(ii) 問題空間

　ネットワーク型システムを機能させていくための仮想的な空間として問題空間 (space of problem)という概念を導入する(3)。政治の対象と成り得る社会的な事象の集合をXとし、その集合に含まれる事象を( x1……xi ) とする。この集合が直ちに問題空間とはならない。問題空間集合Y(y1….yj ) は問題意識により現実の事象空間から抽出される集合であり、Xの部分集合と考えられる（X⊃Y）。また問題に対応するソリューション空間 (space of solution) をZとする。 Zの各要素をz1….zk とすると問題空間集合Yが一定であれば、政治活動において、問題空間Yを経由した集合XからZへの写像が次第に形成されていく。YからZへの対応は問題が複雑で新しいほど、１対１の対応は困難だが、時間の経過で取捨選択され、最終的に１対１の対応になると仮定する(図３)。各空間の領域の広さはその要素(x, y, z) の数に比例するものとする。
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図３：仮想空間としての問題空間Yは事象空間として認識されるXの部分集合とする。政治の介入により問題空間Yからソリューション空間Zへの写像が形成されていく。またYからZへのプロセスで、別の問題や利益が形成されないものとする。X⊃Y,Y⊇Zとする。

またその過程でソリューション空間Zの空間的な領域は拡大していく。新しい技術やシステム構造の変化もソリューション空間Zの空間的な拡大に影響する。またソリューション空間Zは空間的な拡大だけではなく、システムの効率化により、領域的な拡大だけでは無く、質的な転換を受ける。問題空間に生じた事象をより確実に効率良くソリューション空間に写像できるシステムが、政治システムには望ましいことになる(図４)。また集合XからYに写像される要素が無くなった時が、仮想空間Yから問題が解決された時になる。
[image: image4.png]



図４：事象空間Xの拡大に伴い、問題空間Yも拡大していくと仮定した場合、1対１の写像が形成されていくためにはソリューション空間Zに新しい対応点が形成されていく必要がある。この対応点が決定しない間は、問題が解決したとは見做せないことになる。
　しかし一国の政治的な事象空間は、鎖国制度など特殊な政策を採らない限りは、閉鎖的な空間ではなく、開いた空間なので、経済や情報のグローバリズムに代表される流動化などにより、その事象空間Ｘの急速な拡大に伴う問題空間Yの拡大が生じる場合がある。経済活動の拡大や産業の発展、人口の増加や集中、環境の汚染、広範な領域に及ぶ災害の発生などの例もそれに当ると考えられる。事象空間Xの拡大は従来の問題空間からソリューション空間Zに写像される以外の領域に新たな問題が生じている事を意味し、その対策が必要になってくる。問題空間の急速な拡大はそれに対応していたシステムの処理能力を凌駕する事になるからだ。この場合のシステムの対応としては中枢的な処理能力を高めるか、問題の分散的な処理への移行が必要になると考えられる。しかし中枢的な処理には限界があり、問題空間の拡大に於いては、分散的な処理が必要になってくると思われる。
事象空間Xの拡大に於いては、同時に新しく生じた問題が何かということを知る事が必要になる。そのために情報を広く収集することが必要になる。また問題の全容を把握する必要性からは、新しい事象に関する既成概念というバイアスの少ない多角的な情報が求め
れる。この場合には情報ネットワーク的な構造は、事象空間Xや問題空間Yを拡大すると共に、そこから得られる情報の管理の道具として用いられていることになる。情報ネットワークから得られた情報と事象の問題化をどのようなプロセスで処理していくかには様々な形式や構造が考えられる。情報の流れとしてのシステムの一定の形式を情報構造 (structure of information) と呼ぶことにする。
(iii) 情報の意味

　個々の情報はそれだけでは何も生み出せないのかもしれないが、情報が統合されることにより、新しい意味が生じる可能性がある。エイジェントシステムの有効性を云々する前に、情報の意味について考察しておく必要がある。情報を物理的な量と規定すると、その本質を見誤る危険性がある。つまり遣り取りされる量や方向性(起源)や確率だけではその意味は決定出来ない。ある情報は特定の場において意味を持つ。ある問題空間Yにおいては情報Iは意味を持つが他の問題空間では、あまり意味を持たないことが起こりうる。情報の要素として①量、②方向性（起源）、③確率は、必ずしも問題性に依存しないが、④意味、⑤重要性、⑥決定性、⑦相互関連性は問題性に依存している。通常は問題空間と情報は同期的に意味を補完しあっている。
　いまエイジェントA1,A2,…Amに共有される問題空間Yに情報I1,I2,,,,Inが保持されているとする。新しい情報In+1がYまたはY外から得られた場合にはその結果として(1) 情報の量が増加する (2) 情報の量が増加すると同時に情報の構造的な変化が生じる場合(3) 情報の量が増加すると共に、情報が受け入れられた問題空間に影響する場合(4) 量、構造、問題空間に影響が有る場合(5) これらの変化が生じた上で次のステップへの行動や情報出力が形成される場合、が考えられる。
Agent: A1,A2…..Am　
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(5)の場合、情報In+1 により問題空間Yよりソリューションとしての出力が形成される場合はYよりZへの写像が形成される。この場合の情報In+1は決定的な意味 (information for dicision making) を持つと考えられる。
（４）ネットワークと情報構造
(i) 情報ネットワークとその集中管理

　情報ネットワークで得られた情報を中央で集中管理する手法は、ネットワークの利点を減衰させる方向に働く可能性もある。つまり情報が集中的に処理される過程でその取捨選択が行われ、重要な意味を持った情報が脱落する場合がある。また情報の多様な視覚という利点を失う。複雑な情報には多元的な意味があり、ある角度(問題)からは別の重要な意味を持つ可能性を否定出来ない。重要な事は拡大している問題の情報自身ではあるが、何が問題の拡大を生じさせているのかと言う基本的な情報がより重要になる。情報ネットワークをその上部構造にあるシステムが利用出来る体制にあったとしても、何が基本的に重要な情報なのかを把握出来ない限り、問題の本質を探し当てる事は困難になる。つまり事象空間Xから問題空間Yに事象を拾い上げる過程で、問題の要素が脱落する。結果的には問題を把握出来ないことになる。情報の集中管理の利点は、それに対応するリアクションの時間が軽減出来ることにある。この前提は正しい情報が中枢の伝達され、問題が把握され、正しい判断が行われた場合に限られる。
情報の集中管理を志向するシステムの代表として官僚主導型のシステムが挙げられる。またネットワークを政治的な情報のinput としか考えない場合、表面的には情報化が行われているように見えても、実際の意思決定のプロセスは情報により修正されない。また集中管理された情報は国から県や地町村に広く配信されるとは限らない。情報の管理とその閉鎖構造が権力をもたらすと考えられているからだ。このシステムは情報構造としてはそれを蓄積はするが、情報は閉鎖的なシステムの中で回り続け、より自由な外部の運用は期待出来ないことになる。
(ii) 情報ネットワークとその分散配分

　情報を受け取る中枢的なシステムがあり、その情報が中枢の判断において末梢の各システムに配分される情報構造をとる。また末梢からの情報はそこでプールされずに原則として中枢に向かいプールされる点は前者と変わりが無い。中枢的なシステムは情報を蓄積し、判断し選択的に配分する機能を温存したままである。この情報構造においては、県や市町村は独自の問題意識やそれに基づく政策を持つことが少なく、国の出先機関としての機能が主体になる。情報構造においては末梢に行く程、従属的な関係となる。これは日本における民主化が情報構造においては、最初から限定された閉鎖的な構造にあったことと関連がある。この情報構造に基づくシステムには、地域の情報や問題解決を中央に依存するなどの限界がある。

(iii) 情報ネットワークとその分散協調

　この情報構造を国と県、市町村の関係で捉えると、国や県、市町村は階層的な情報構造にあるのではなく、互いに情報を交換できるネットワーク上のエイジェントの関係にあると書き直す事が出来る。この情報構造の場合、県や市町村はその独自の情報と国から得た情報を総合して、初めて独自の判断や政策を実施することが可能になる。こうした情報構造は、埼玉県志木市などの構造改革特区などで試みが開始されているがまだ十分とは言えない(4)。各情報における優先権はその情報に最もかかわりがあり、便益をうけるエイジェントにある。問題を共有するエイジェントは情報を共有すると共に、互いに協調してソリューション空間を広げていく事が出来る。政治的な資源（財源など）は情報構造の変化に対応する形で再配分される必要がある。
(iv) 情報ネットワークとその自己組織化
　分散協調型システムが更に進化した場合に、ネットワークの各エイジェント間の組織化により、共有する問題空間に即したソリューション空間を写像可能なシステムへと移行出来る可能性がある。こうしたシステムで知られているのは免疫系である。ウイルスや細菌などの感染に対して、身体を防御する機能を有する免疫系は、限定されたリンパ球種から構成され、主に抵抗体を産生するＢ細胞とそれを制御するＴ細胞から成り立つが、多様な抗原に対応出来る(5)。こうした自己組織化的なネットワークも政治的なシステムとして応用可能だと思われる。例えば、近年における犯罪の広域化や多発は、犯罪における問題空間の拡大と捕らえる事が出来る。これに対抗するには、その中枢的な機能の増強として、警察官の増員や捜査能力の向上などを行うことも必要だが、広域化する犯罪に対してその情報の共有化などのネットワーク化も重要になる。
この犯罪の増加、及びその抑止能力の低下という問題に対して、例えば地域住民のネットワークによる犯罪防止活動が必要になる。つまり犯罪の抑止に関しては、その地域に適合した住民によるネットワークが有効と思われる。これは地域の問題を地域で解決する、非中枢型の自己組織的システムの応用と言うことが出来る。
（５）今後の課題

(i) 既存システムとネットワーク型システムの関係
　今日では経済や文化など様々な社会システムがITに代表される情報のネットワークの恩恵を受けている。しかしその情報の流れをいかに活用するかは情報ネットワークの時代にあってもそのシステムの固有の問題である。新しい情報を受け取って、それを環境からのシステム変革へのメッセージと受け取るか、受け取らないかでは大きな違いが生じてくる。こうした情報の受け取り方によるシステムの違いは、システム間の対立を引き起こす可能性がある。特に環境や福祉に関する問題ではトップダウン的発想とボトムアップ的な発想の間に乖離が生じている。この乖離は根本的に発想が異なる両者の狭間で生じているが故に、超え難いものになる可能性がある。従ってシステムを発展的にネットワーク型に変えていくための実践的なノウハウの蓄積が必要になってくる。
(ii) ネットワークの社会基盤
　ネットワークのエイジェントが機能を発揮するには前述のネットワーク、規範、信用などのソーシャルキャピタルが必要である。またエイジェント自身の必要条件や各エイジェント間の意思疎通や相互信頼関係、共通認識、問題意識などネットワーク間で保持される基準が必要であり、情報通信の発達は、そのためのツールとしての役割を果たす事が出来る。またネットワークシステムが政治システムとして適応される場合には、その(a)公共性(b)責任性 (c)政策の統合性 (d)全体の戦略性 については今後の課題と考えている。つまりこうした要素はシステムに最初から備わっている性質ではなく、そのシステムが環境の変化に応じて目的とすべきものと思われるからだ。

（６）まとめ
 　情報ネットワークの上部構造としての分散協調型政治システムについての提案を行った。自己組織化システムなど複雑系の視点からの考察を加えた。仮想的な空間として問題空間、ソリューション空間を提案し、情報の配分や流れが問題空間からソリューション空間への対応に影響を与えうることを考察した。情報の配分や流れを情報構造という概念でまとめると、今後の政治システムにおける情報構造は分散協調型や自己組織化型システムを採る事で問題の空間的な拡大や拡散により有効的な効果が期待されると思われた。ネットワーク型システムは階層型政治システムに換わる、今後の政治システムとして有効と思われるが、実際的な運用に関しては、今後様々な状況に応じて広く検討していく必要がある。
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